別記様式第四


	工事完了届出書
令和　　　年　　　月　　　日 
   豊 田 市 長　様
届出者　住  所
氏  名                                
 (名称及び代表者氏名)
都市計画法第３６条第１項の規定により、開発行為に関する工事を下記のとおり完了
しましたので届け出ます。

	              年 月 日
 １  開発許可
              番号
	
	令和     年      月      日       　　第 　　 －      号

	 ２  工事完了年月日
	令和      年      月      日

	     工事を完了した開発
３  区域又は工区に含ま
れる地域の名称
	豊田市

	 ４  開発面積
	㎡

	 ５  予定建築物等の用途
	

	 ※  受付番号
	令和     年     月     日        　  第  　　  －        号

	 ※  検査年月日
	令和     年     月     日

	 ※  検査結果
	合              否

	 ※  検査済証番号
	令和     年     月     日      豊開調発第　　　－        号

	 ※  工事完了公告年月日
	令和     年     月     日

	 ※  受付欄
	 ※
 決
 定
	 決定者
	 検討者
	
	 起案責任者

	
	


注意　裏面の注意事項をよく読んで記載してください。

  【 注意事項 】
    １  ※印欄には記載しないでください。

    ２  添付図書

（１）確定平面図（縮尺１，０００分の１以上のもので、開発区域の境界、公共施設の位置及び形状、予定建築物等の敷地の形状、敷地に係る予定建築物等の用途、公益的施設の位置、樹木又は樹木の集団の位置並びに緩衝帯の位置及び形状を明示したもの）

ただし、自己の居住用及び自己の業務用の場合は、土地利用計画図でもよい。

　　（２）工事記録写真
　　　　次のいずれかに該当する場合に提出

　　　　ア　その他用の開発の場合

　　　　イ　開発区域に公共施設を含む場合
　　　　ウ　盛土規制法のみなし許可に該当する場合
（宅地造成及び特定盛土等規制法第１５条第２項又は第３４条第２項に該当する場合）
　　　　エ　旧宅造法の宅地造成等規制区域に開発区域のすべて若しくは一部を含む場合
　　　　オ　市が工事記録写真の提示を求める場合
　　（３）公共施設がある場合は、位置図（縮尺２，５００分の１以上のもので、開発区域を赤枠で示したもの）

    ３  公共施設がある場合は、下記の書類を添付してください。
（1） 公共施設の工事写真
（2） 施設引継ぎ書
（3） 帰属手続に伴う登記承諾書
（4） 印鑑証明
（5） 土地所有者が法人の場合は資格証明書又は法人登記簿（名古屋法務局豊田支局に登録してある法人が土地所有者の場合は不要）
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